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建設業における労働災害防止対策の徹底について（緊急要請） 

 

日頃から労働安全衛生行政の推進につきまして御協力いただき、厚く御礼申し上げま

す。 

さて、当局管内における労働災害は、関係各位の御尽力により長期的には着実に減少

し、令和６年の建設業の死亡者数は11人で、統計を取り始めて以来、過去最少となり、

墜落災害も１件と大幅な減少となりました。しかしながら、令和７年に入り、５件の墜

落災害を含む９件の死亡災害が発生するなど、前年の同じ時期の３件と比べ、３倍と非

常に憂慮すべき状況となっています。 

また、死亡災害発生状況を見ますと、墜落の危険がある作業であるにもかかわらず、

手すりの設置や墜落制止用器具の使用等の墜落防止措置を行わず高所から墜落し亡く

なったものなど、基本的な安全対策や安全性の検討が十分になされていない状況が認め

られます。 

建設現場における労働災害防止対策を推進する上で、計画段階におけるリスクアセス

メントの実施や労働者への安全衛生教育の徹底が求められるところです。そのため、当

局では、特に留意すべき４つの重点事項（決意表明、管理活性化、高所対策、教育強化）

の４つの事項（４Ｋ）を展開しています。 

つきましては、別添１のメッセージを貴社の施工する工事現場等に対して御周知させ

ていただくとともに、下記の事項や、厚生労働省から毎年示されています建設業の安全

衛生対策に係る、別添２の「留意事項」の実施を始めとする労働災害の防止に万全を期

していただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 死亡災害を絶対に発生させない旨の決意表明と発信 

２ 安全衛生管理活動の的確な実施及び活性化に向けた取組 

３ 墜落・転落災害防止対策の徹底 

４ 安全衛生意識の向上等を目指した安全衛生教育の徹底 

 


